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は じ め に
本稿では，日本企業に対して実施したアンケート調査のデータに基づいて，
海外子会社に対して実施しているコントロールと海外子会社の業績に関する満
足度の関係について，探索的に検証するものである。近年は，複数のコントロー
ル・システムを組み合わせて，同時的に利用する「コントロール・パッケージ」
という考え方が，しばしば用いられている。例えば，西居・近藤・中川（2015）
では，アンケート調査により収集された大量サンプルデータにより，日本企業
の海外子会社管理において，理念コントロールと会計コントロールがセットで
行使されるというモデルの妥当性が検証されている。
本稿では，これらのコントロール・システムと海外子会社の業績との関係に
ついて，本社の海外子会社の業績に対する満足度という代理変数を用いて，探
索的に検証しようというものである。
1．経営理念と業績の関係
経営理念など企業が構成員に対して行動の規範となるような指針に基づくコ
ントロールは，マネジメント・コントロールに関連したものとして，Simons
（1995）を挙げることができる。Simons（1995）においては，4つのコントロ
ール・レバーとして，理念コントロール（belief system），境界コントロール
（boundary control），診断的コントロール（diagnostic control），相互作用的コン
トロール（interactive control）の4つのモードが示されている。このうち，理
念コントロール（belief system）は，企業の経営理念や価値観などを浸透させ
ることにより，企業にとって望ましい方向に従業員の行動をコントロールする
ものである。
一方，マネジメントにおける経営理念の重要性については，マネジメント・
コントロールだけではなく，経営学の分野においても強調されてきた。その典
型的なものとしては，Peters＝Waterman（1982）；同邦訳書（1983）であろう。
ここでは，強固な企業文化，経営理念を持つ企業は，好業績企業であるという
ことを，インタビューに基づくデータにより検証している。実際には，「好業
績企業」を様々な基準により抽出し，それらの企業に共通する特質をインタ
ビュー調査および文献により，明らかにしている。その結果として，彼らは8
つの特質を挙げている。これらの中には経営理念に関するものも含まれている
が，それらを包括する基本的な「価値観」を行動の原理としている。これらの
優良企業は，包括的な企業文化としての強固な価値観および経営理念が企業の
末端まで浸透しているとしている。もちろん，このような経営理念の浸透のよ
うな強固な企業文化と業績との関係については，多くの批判もある。1）
また，Peters＝Waterman（1982）の調査対象企業がアメリカ企業に限定され
ている点についても，批判がなされている。2）また，その後の研究においては，
欧米企業を対象とした研究においては，経営理念と業績との関係は，実証研究
においても明確にはされなかった。
そこで，より近年でしかも日本企業を対象とした研究としては，久保他（2005）
がある。この研究においては，Peters＝Waterman（1982）では，明確にされて
いなかった経営理念と業績との因果関係を，日本企業に特徴的なガバナンスの
1）「強い文化」と好業績との関係に関する批判やその議論については，北居（2004）に詳
しい。
2）北居（2004），p.295．
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あり方と関連づけている。すなわち，日本企業のガバナンスのあり方は，アメ
リカ型の株主主権型とは異なり，「企業は従業員を含めた様々なステークホル
ダーのもの」というステークホルダー型が主流であるとしている。3）このような
日本企業に特徴的なステークホルダー型企業においては，企業の目的が自明で
はないために，企業の構成員がいかなる行動をとるべきなのか知ることが容易
ではなく，各構成員の行動が適切かどうかを判断することが困難であると主張
している。4）このような状況下において企業が構成員の行動をコントロールする
手段として，経営理念の存在が一定の役割を果たしていると考えられる。そこ
で，経営理念の浸透がコントロール・システムとして機能しているとすれば，
経営上の成果に反映されるとしている。これらの関係を立証するために，経
営理念の存在と業績として ROAおよび一人当たり賃金との関係を検証してい
る。
その結果は，図表1および2に示されている。
ここで，経営理念の有無は，サンプル数を多く取るために，企業がホームペ
ージ上で経営理念を公表している場合には，「あり」とし，公表していない場
合には，「なし」としている。業種その他の要因が影響を与えないようにする
ために，同一業種に属し，総資産の規模も類似している企業で，経営理念を公
表している企業と公表していない企業で対応サンプルを作成している。5）結果
3）久保他（2004），p.113．
4）同論文，p.113．
5）同論文，p.121．
理念あり（64社） 理念なし（64社） 差
ROA（％） 3．26 3 0．26＊ （0．073）
一人当たり賃金（百万円） 8．03 7．65 0．38＊＊＊（0．000）
サンプル数 814 814
図表1 経営理念の存在とROA，一人当たり賃金
（ ）内は p値 ＊＊＊，＊＊，＊はそれぞれ，1％，5％，10％で有意
出所：久保他（2004），p.122。
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は，図表1に示されているように，経営理念「あり」の企業が，経営理念「な
し」の企業に比較して，ROAおよび一人当たり賃金ともに，平均値が有意に
高くなっている。また，同一のサンプルで，企業理念の有無（ダミー変数）と
企業の設立時からの年数（企業の年齢）を説明変数とし，ROA（％）と一人
当たり賃金を被説明変数とする回帰分析を行った結果が図表2である。
図表2の結果からは，経営理念の有無が ROA，一人当たり賃金ともに正の
影響を与えており，経営理念の存在が業績に対してプラスの影響を与えている
という結果となっている。6）この結果からは日本企業を対象としており，しかも
マクロデータによる分析ではあるが，経営理念の存在が業績に一定の影響を
与えているという結果になっている。これは，欧米企業を対象とした同様の先
行研究とは異なっている。7）次節では，アンケート調査により収集したデータに
基づいて，検証を行う。
6）経営理念以外の影響が完全にコントロールされているかどうかは，疑問の余地がある
が，対応サンプルを用いることで，ある程度この問題は回避されていると考えられる。
7）欧米における経営理念と業績の関係に関するレビューについては，北居（2004）を参照
のこと。
ROA（％） 一人当たり賃金（百万円）
経営理念の有無 0．356＊＊ （0．014） 0．227＊＊ （0．025）
規模 －0．068 （0．216） 0．174＊＊＊（0．000）
企業の年齢 －0．016＊＊＊（0．000） 0．003 （0．221）
調整済み R2 0．081 0．157
サンプル数 1，628 1，628
図表2 経営理念の存在とROA，一人当たり賃金との関係
（ ）内は p値 ＊＊＊，＊＊，＊はそれぞれ，1％，5％，10％で有意
出所：久保他（2004），p.122。
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2．海外子会社における経営理念の浸透と業績の関係
① 調査対象とデータの収集8）
調査対象は，海外に子会社を有する日本企業とした。この場合，海外子会社
をどのように定義するかであるが，海外子会社には様々な形態がある。しか
し，マネジメントの上で問題となるのは，少なくとも販売機能を有した子会社
であり，出資だけを行っている場合には，本稿が課題としているような大きな
マネジメント上の問題は，生じないものと思われる。したがって，本稿におい
て対象となる企業は，少なくとも販売機能を有した海外子会社を有している日
本企業である。
アンケートの送付先は，ダイヤモンド社が提供するデータベースから，海外
事業を担当すると思われる部門長（上場企業および非上場企業）と東洋経済社
発行の『海外進出企業総覧』により選定した。アンケートの発送数は，5，410
通，有効回答数は637通であり，回収率は，12．14％であった。近年，郵送質
問票調査の回収率は，かなり低くなっているが，本調査は，送付先を上場企業
に限定しなかったことから，発送数が5，410という多数であったため，回収率
も比較的よい方であると思われる。
回答企業の業種別の内訳については，図表3のとおりである。
大分類の業種では製造業が最も多くなっており，製造業の中では，機械，電
機，輸送用機器という加工組立型産業の比率が高くなっている。
以下の質問は，海外子会社が複数ある場合には，回答企業にとって主要な事
業である海外子会社の1社を対象として，回答するにように要求しているの
で，以下の回答は，回答企業が想定している海外子会社に関する回答というこ
とになる。
8）以下で利用するアンケート調査の概要については，拙稿（2013）を参照されたい。
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西アジア 3（ 1 ％）
ヨーロッパ 51（ 8 ％）
オセアニア 7（ 1 ％）アフリカ 1（ 0 ％）
北アメリカ 127（20％）
南アメリカ 5（ 1 ％）
南アジア 11（ 2 ％）
東南アジア 181（29％）
東アジア 240（38％）
度数 割合 ガラス・土石製品 12 2．88％
鉱業 4 0．63％ ゴム製品 9 2．16％
建設業 35 5．50％ パルプ・紙 9 2．16％
製造業 416 65．41％ 内訳 医薬品 13 3．13％
商業 86 13．52％ 化学 46 11．06％
サービス業 28 4．40％ 機械 73 17．55％
運輸・情報通信業 43 6．76％ 金属製品 28 6．73％
不動産業 3 0．47％ 非鉄金属 14 3．37％
金融・保険業 21 3．30％ 精密機器 14 3．37％
電気機器 66 15．87％
輸送用機器 54 12．98％
繊維製品 17 4．09％
鉄鋼 9 2．16％
石油・石炭製品 1 0．24％
食料品 26 6．25％
その他製品 25 6．01％
図表3 回答企業の業種別内訳
図表4 進出地域別内訳
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アメリカ 125（21．89％）
イギリス 11
（1．93％）
ドイツ 15
（2．63％）
マレーシア 14
（2．45％）
韓国 11（1．93％）台湾 18（3．15％）
香港 22（3．85％）
中国 190
（33．27％）
タイ 84（14．71％）ベトナム 23（4．03％）
シンガポール 31 
（5．43％）
インドネシア 27 
（4．73％）
② 海外子会社に対する理念コントロールと業績目標の達成度
本稿では，前項で検討した経営理念と業績との関係が，海外子会社のマネジ
メントというフレームワークの中で何らかの関係があるかどうかを検証するも
のである。まず，アンケート調査において，経営理念の浸透に関して，以下の
ような質問項目を設定している。
図表5 国別内訳（10以上の回答が得られた国／特別行政区）
（国名，度数，全体に占める割合）
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問5 海外子会社における経営理念についてお尋ねします．下記の各項目について想定頂
いた海外子会社の実情にあてはまる数字1つに○印をおつけください．なお，「経営
理念」とは，文書化された価値観や信念を示し，企業理念，社是・社訓，ミッション
ステートメントとして表記されたものを想定してください．
全くそのよう
なことはない
どちらとも
言えない
全く
そのとおり
① 海外子会社に対しても貴社の経営理念を浸透させる
ことを重要視している．
1 2 3 4 5 6 7
② 海外子会社の母国語を通じて，貴社の経営理念とそ
の詳細が示されている．
1 2 3 4 5 6 7
③ 貴社の経営理念を深く理解している人物を海外子会
社に出向させている．
1 2 3 4 5 6 7
④ 海外子会社内のあらゆる場において，経営理念を象
徴する『マーク』や『ロゴ』が使用されている．
1 2 3 4 5 6 7
⑤ 現地国の価値観や文化を踏まえた経営理念の解釈を
海外子会社に示している．
1 2 3 4 5 6 7
⑥ 海外子会社内にて，貴社の経営理念に関する研修・
教育が頻繁に行われている．
1 2 3 4 5 6 7
⑦ グループの一員として相応しい，あるいは社名に恥
じない行動をとることを，海外子会社に求めている．
1 2 3 4 5 6 7
図表6 海外子会社に対する経営理念の浸透についての質問項目
上記の質問は，本社の経営理念を海外子会社に対してどのように浸透させて
いるのかを聞いている。まず，質問項目に関する一貫性を検証するために，信
頼性分析を行ったが，クロンバックの α の値は，0．853であり，質問項目に関
する一貫性は確認できた。次に各質問項目間の相関関係について，分析を行っ
た。結果は，図表7に示されているとおりである。
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問5－1 問5－2 問5－3 問5－4 問5－5 問5－6 問5－7
問5－1
相関係数 1 ．585** ．508** ．497** ．404** ．505** ．532**
有意確率（両側） ． 0 0 0 0 0 0
度数 653 653 651 652 652 653 653
問5－2
相関係数 ．585** 1 ．403** ．440** ．408** ．519** ．412**
有意確率（両側） 0 ． 0 0 0 0 0
度数 653 653 651 652 652 653 653
問5‐3
相関係数 ．508** ．403** 1 ．354** ．330** ．435** ．469**
有意確率（両側） 0 0 ． 0 0 0 0
度数 651 651 651 650 650 651 651
問5‐4
相関係数 ．497** ．440** ．354** 1 ．444** ．489** ．437**
有意確率（両側） 0 0 0 ． 0 0 0
度数 652 652 650 652 651 652 652
問5‐5
相関係数 ．404** ．408** ．330** ．444** 1 ．526** ．414**
有意確率（両側） 0 0 0 0 ． 0 0
度数 652 652 650 651 652 652 652
問5‐6
相関係数 ．505** ．519** ．435** ．489** ．526** 1 ．463**
有意確率（両側） 0 0 0 0 0 ． 0
度数 653 653 651 652 652 653 653
問5‐7
相関係数 ．532** ．412** ．469** ．437** ．414** ．463** 1
有意確率（両側） 0 0 0 0 0 0 ．
度数 653 653 651 652 652 653 653
図表7 経営理念の浸透に関する変数間の相関係数
※相関係数は，スピアマンの相関係数，＊＊は，1％水準で有意
相関関係の結果からは，相関係数間の相関は，1％水準で有意であり，変数
間の相関関係は，存在すると考えられる。
そこで，業績に関する指標としては，過去の先行研究のような ROAや一人
当たり賃金のようなデータではなく，アンケート調査の質問項目にある「海外
子会社の業績目標の達成度」を利用することにした。これは，アンケート調査
の対象企業がどの海外子会社を念頭に回答を行ったかが特定できないために，
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問11 想定頂いた海外子会社の下記の成果・行動についてどの程度満足していますか．該
当する数字1つに○印をおつけください．
全く満足
していない 中程度
非常に満足
している
① 業績目標の達成度 1 2 3 4 5 6 7
② 変化への対応 1 2 3 4 5 6 7
③ 競合他社と比較した業績 1 2 3 4 5 6 7
④ グループ内の子会社と比較した業績 1 2 3 4 5 6 7
⑤ 課題発見能力 1 2 3 4 5 6 7
⑥ 自発的な学習 1 2 3 4 5 6 7
⑦ 計画の実行力 1 2 3 4 5 6 7
図表8 海外子会社の成果・行動に関する質問
調査対象企業の海外子会社に関する財務データを収集することが困難であり，
また，非上場企業も調査対象に含まれているため，この点においても財務デー
タの入手は困難であると考えられるからである。
一方，実施したアンケート調査においては，海外子会社の成果および行動に
関して図表8に示された質問を行っている。
まず，確認のため，これらの質問項目間の相関関係について検証を行った。
結果は，図表9のとおりである。
相関係数は，スピアマンの相関係数を求めているが，いずれも1％以下水準
で有意となっているので，質問項目間の相関関係は確認された。また，クロン
バックの α の値も0．914であるので，一貫性はあると思われる。そこで，業
績を表す代理変数として1つの変数を取り上げたとしても，全体として海外子
会社の成果および行動を示していると思われる。したがって，質問項目のうち
「業績目標の達成度」を用いることとする。この指標は，日本本社から見て海
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外子会社がどの程度，業績目標を達成しているのかということである。これ
は，売上高や利益などのような数値で示される客観的な指標ではないが，会社
間の比較等を考える際には，業績の良否を判断することが困難であるので，主
観的な指標ではあるが，「業績目標の達成度」を用いることにした。
経営理念の浸透が海外子会社の業績目標の達成度に影響を与えているのかど
うかについて確認するために，「業績目標の達成度」を従属変数，経営理念の
問11－1 問11－2 問11－3 問11－4 問11－5 問11－6 問11－7
問11－1
相関係数 1．000 ．639** ．707** ．748** ．460** ．429** ．622**
有意確率（両側） ．000 ．000 ．000 ．000 ．000 ．000
度数 653 652 652 648 653 652 653
問11－2
相関係数 ．639** 1．000 ．653** ．569** ．611** ．566** ．643**
有意確率（両側） ．000 ．000 ．000 ．000 ．000 ．000
度数 652 652 651 647 652 651 652
問11－3
相関係数 ．707** ．653** 1．000 ．670** ．477** ．458** ．579**
有意確率（両側） ．000 ．000 ．000 ．000 ．000 ．000
度数 652 651 652 647 652 651 652
問11－4
相関係数 ．748** ．569** ．670** 1．000 ．483** ．446** ．580**
有意確率（両側） ．000 ．000 ．000 ．000 ．000 ．000
度数 648 647 647 648 648 647 648
問11－5
相関係数 ．460** ．611** ．477** ．483** 1．000 ．796** ．684**
有意確率（両側） ．000 ．000 ．000 ．000 ．000 ．000
度数 653 652 652 648 653 652 653
問11－6
相関係数 ．429** ．566** ．458** ．446** ．796** 1．000 ．686**
有意確率（両側） ．000 ．000 ．000 ．000 ．000 ．000
度数 652 651 651 647 652 652 652
問11－7
相関係数 ．622** ．643** ．579** ．580** ．684** ．686** 1．000
有意確率（両側） ．000 ．000 ．000 ．000 ．000 ．000
度数 653 652 652 648 653 652 653
図表9 質問項目間の相関係数
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モデル
非標準化係数 標準化係数
t値 有意確率
共線性の統計量
B 標準誤差 ベータ 許容度 VIF
1 （定数） 3．588 ．144 24．948 ．000
理念の研修・教育 ．250 ．034 ．279 7．396 ．000 1．0001．000
2 （定数） 3．062 ．233 13．140 ．000
理念の研修・教育 ．196 ．039 ．219 5．077 ．000 ．7591．318
一員としての行動 ．130 ．045 ．123 2．856 ．004 ．7591．318
図表10 業績目標の達成度に関する線形回帰モデル
a．従属変数業績目標の達成度
浸透に関する変数を独立変数とする線形回帰モデルによる検証を行った。
方法としては独立変数である経営理念の浸透に関する変数をステップワイズ
法により投入した。その結果は，モデル1において有意となったのは，「海外
子会社内にて，経営理念に関する研修・教育が頻繁に行われている」という変
数のみで，モデル2においてはそれに加えて，「グループの一員として相応し
い，あるいは社名に恥じない行動をとることを，海外子会社に求めている．」
という独立変数の係数が正の値をとり，有意に推定された。（図表10に示され
ている。）
また，2つの独立変数を取り入れたモデル2においても，多重共線性に関す
る数値も許容範囲内であり（許容度は1に近く，VIFは5よりも小さい），多
重共線性の問題は回避されていると思われる。
したがって，この結果からは，海外子会社における経営理念の浸透活動が進
んでいるほど，海外子会社の業績目標の達成度が高いという結果となってお
り，経営理念の浸透が海外子会社に関する業績目標の達成度に影響を与えてい
ることが実証された。
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3．会計コントロールと海外子会社における業績目標の達成度
本節では会計コントロールが海外子会社の業績にどのような影響を与えてい
るのかについて，分析を行う。近年のマネジメント・コントロール・システム
（MCS）の議論においては，コントロール・システムをどのように分類するか
については，多くの議論があるが，近年のコントロール・システムに関する実
証研究等で多く援用されているものとして，前述した R. Simonsが提示したモ
デルがある。これはその後に登場するコントロール・パッケージという概念に
代表されるように，コントロール・システムを単独で用いるのではなく，複数
のコントロール・システムを同時に組み合わせることが，より効果的であり，
実務的にもそのような形態で実施されているとしている。特に海外子会社の管
理においては，現地における経営環境，法規制，現地における価値観，文化の
相違，経済発展の状況などのマクロ経済的状況など，考慮しなければならない
要素が多数あり，しかも関係性が極めて複雑である。このため，企業は，複数
のコントロール・システムを組み合わせてコントロールを行うことが合理的で
あると考えられる。
本稿と同じデータを用いた実証研究である西居・近藤・中川（2015）では，
コントロール・システムがコントロール・パッケージとして，用いられている
のかどうかを検証している。この論文においては，理念によるコントロールお
よび会計コントロールがそれぞれ個別に実施されているのではなく，相互に密
接に関係しながらマネジメント・コントロール・システムを構成しているとい
うことを日本本社による海外子会社のマネジメントにおいて実証しようとして
いる。具体的には，理念コントロールが会計コントロールを構成する下位のシ
ステムである「計画策定への関与」，「プロセスへの支援・介入」，「結果コント
ロール」という3つの変数にどのような影響を与えているのかについて，検証
を行っている（図表11）。
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理念コントロール 会計コントロール
計画策定への関与
プロセスへの
支援・介入
結果コントロール
図表11 理念コントロールと会計コントロール
出所：西居・近藤・中川（2014），p.85。
因子分析およびパス解析の結果からは，日本企業の海外子会社管理におい
て，理念コントロールと会計コントロールがセットして行使されるモデルが適
合することが，検証された。この結果からは，理念コントロールと会計コント
ロールを二者択一的に用いるのではなく，1つの組み合わせとして捉える分析
フレームワークが有効であることが示唆されている。9）
しかし，本稿においては，西居・近藤・中川（2015）と同じデータを用いて
いるが，コントロール・システムがコントロール・パッケージとして，用いら
れているのかどうかというよりも，個別の要素が子会社の成果にどのように結
びついているのかを探索的に検証することを目的としている。そこで，まず，
成果の変数である海外子会社における業績目標の達成度を従属変数として，こ
れに会計コントロールの要素が影響を与えているのかを検証する。会計コント
ロールの変数を（x1, x2, …）として，業績目標の達成度（y）とする重回帰モ
デルを設定する。会計コントロールについては，会計数値によるコントロール
というものではなく，図表11に示されている「計画策定への関与」，「プロセ
スへの介入・支援」，「結果コントロール」に該当する質問項目を会計コントロ
ールの変数とする。アンケートの質問項目のうち会計コントロールに分類でき
るものに該当する質問項目は，図表12に示されている。
9）西居・近藤・中川（2014），p.91．
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問9 貴社による海外子会社管理についてお尋ねします．下記の各項目について想定頂い
た海外子会社の実情にあてはまる数字1つに○印をおつけください．
全くそう
ではない
どちらとも
言えない
全く
そのとおり
① 海外子会社に関連する詳細な業務データを収集して
いる．
1 2 3 4 5 6 7
② 海外子会社に業績結果の原因や次の施策方針などに
ついて詳細な説明を求めている．
1 2 3 4 5 6 7
③ 海外子会社で生じた異常や不測の事態に対して，親
会社は適宜指示・支援を与えている．
1 2 3 4 5 6 7
④ 業績評価指標を用いて，海外子会社の役割期待の達
成度を把握している．
1 2 3 4 5 6 7
⑤ 海外子会社が担うミッションの成否をどのように判
断するのかが事前に明確になっている．
1 2 3 4 5 6 7
⑥ 予算実績比較は重要な海外子会社管理手段である． 1 2 3 4 5 6 7
⑦ 海外子会社には非常に厳しい予算目標を課してい
る．
1 2 3 4 5 6 7
⑧ 海外子会社には予算目標の必達を求めている． 1 2 3 4 5 6 7
⑨ 事前に定められた目標との比較を中心に海外子会社
の評価を行う．
1 2 3 4 5 6 7
⑩ 海外子会社の経営陣の報酬は業績連動型である． 1 2 3 4 5 6 7
⑪ 海外子会社の資金計画の策定に貴社が深く関与して
いる．
1 2 3 4 5 6 7
⑫ 海外子会社の短期利益計画の策定に貴社が深く関与
している．
1 2 3 4 5 6 7
⑬ 海外子会社の中長期経営計画の策定に貴社が深く関
与している．
1 2 3 4 5 6 7
⑭ 海外子会社の役員人事は，貴社が深く関与している． 1 2 3 4 5 6 7
図表12「結果コントロール」に関する質問項目
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回帰モデルを検証する前に，これらの変数間の相関関係について検証を行っ
た。その結果は，図表13のとおりである。
図表13の結果からは，質問項目間にいずれも1％以下水準で有意な相関関
係が確認された。また，クロンバックの α の値も0．885であった。
そこで，前節と同様に「海外子会社に関する業績目標の達成度」を従属変数
とし，会計コントロールに関する変数を独立変数とする回帰モデルを想定し，
ステップワイズ法により投入した。その結果は，図表14のとおりである。「役
割期待達成度」と「短期利益への関与」の2つを独立変数とするモデルについ
ては，多重共線性に関して全く問題はないと思われる。
しかし，「異常事態への指示」と「業績連動報酬」までを含めると，多重共
モデル
非標準化係数 標準化係数
t値 有意確率
共線性の統計量
B 標準誤差 ベータ 許容度 VIF
1 （定数） 3．463 ．224 15．479 ．000
役割期待達成度 ．208 ．041 ．197 5．081 ．000 1．0001．000
2 （定数） 3．929 ．269 14．585 ．000
役割期待達成度 ．248 ．043 ．235 5．813 ．000 ．9041．107
短期計画への関与 －．129 ．042 －．124 －3．064 ．002 ．9041．107
3 （定数） 3．073 ．346 8．875 ．000
役割期待達成度 ．184 ．045 ．174 4．057 ．000 ．7831．277
短期計画への関与 －．177 ．043 －．170 －4．068 ．000 ．8311．203
異常事態の指示 ．251 ．065 ．171 3．875 ．000 ．7431．346
4 （定数） 2．916 ．350 8．324 ．000
役割期待達成度 ．162 ．046 ．153 3．515 ．000 ．7541．326
短期計画への関与 －．179 ．043 －．172 －4．135 ．000 ．8311．204
異常事態の指示 ．247 ．064 ．169 3．832 ．000 ．7431．347
業績連動報酬 ．080 ．032 ．098 2．512 ．012 ．9441．059
図表14 会計コントロールと業績目標の達成度に関する回帰分析
a．従属変数 業績目標の達成度
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線性を示す数値が若干悪くなっているが，いずれにしても「短期利益計画への
関与」の係数のみが，負の値をとって有意であり，それ以外の変数の係数は正
の値で有意である。これは，「短期利益計画への関与」を除いて会計コントロ
ールの変数は，業績目標の達成度に対して，プラスの影響があり，逆に「短期
利益計画への関与」をすることは，業績目標の達成度に対してマイナスの影響
があるということになる。しかし，短期利益計画への関与については，逆の因
果関係が成立している可能性がある。すなわち，海外子会社が業績目標を達成
しているので，敢えて短期利益計画の策定プロセスには，強く関与しないとい
う可能性がある。
この点を除けは，「会計コントロール」が海外子会社に関する業績目標の達
成度にプラスの影響を与えているということになる。
4．本研究の意義と限界
本稿においては，経営理念の浸透が業績にどのような影響を与えるのかとい
う課題について，日本本社の海外子会社のマネジメントというフレームワーク
の中で検討を行った。経営学の分野においては，過去の欧米の実証研究におい
ては，明確にならなかった経営理念と業績関係の関係は，久保他（2005）によ
り日本企業を対象とした研究において，経営理念の存在が企業業績にプラスの
影響を与えていることが示唆された。
本稿においても日本本社による海外子会社への経営理念の浸透と海外子会社
に対する業績目標の達成度についても，プラスの影響があるという結果となっ
た。また，会計コントロールについても，海外子会社のマネジメントというフ
レームワークの中で，その関係を検証しようとした研究はあまりないが，本稿
においては，計画への関与というコントロールを除いて，会計コントロールが
業績目標の達成度に対してプラスの影響を与えているという結果となった。
しかし，本稿には以下のような限界も存在する。まず，回帰モデルで想定し
た因果関係では，経営理念の浸透および会計コントロールが業績目標の達成度
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に影響を与えるということになっている。しかし，業績目標の達成度が高いか
ら経営理念の浸透が容易に行うことができる，あるいは業績目標の達成度が高
いから会計コントロールが有効に機能するという逆の因果関係が成立している
可能性も否定できない。
さらに，企業が置かれている環境や競争の状況なども影響を与えている可能
性もある。10）
以上のような課題については，検証するモデル等の検討も含めて今後の課題
としたい。
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